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議案第１号 

袖ケ浦市税条例の一部を改正する条例の制定について  

袖ケ浦市税条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する。

令和８年６月９日提出  

袖ケ浦市長  粕 谷   智 浩  

提案理由  

地方税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）の一部が施行

され、固定資産税に係る特例措置の拡充及び延長が行われたことなどに伴

い、関係する規定について所要の整備を行うため、条例の一部を改正しよ

うとするものである。  
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袖ケ浦市条例第  号 

袖ケ浦市税条例の一部を改正する条例  

袖ケ浦市税条例（平成５年条例第１号）の一部を次のように改正する。

第３４条の７第２項中「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第

３項又は第４項」に改める。  

第３６条の２第１項ただし書中「及び第３６条の３の３第１項」を「並

びに第３６条の３の３第１項及び第２項第４号」に改める。  

第３６条の３の２第１項第２号中「除き、」を「除く。次条第１項第２

号において同じ。）（」に改め、「。次条第１項において同じ」を削り、

同条第５項中「次条第４項」を「次条第５項」に改める。  

第３６条の３の３第１項を次のように改める。

次に掲げる者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）

は、公的年金等支払者（所得税法第２０３条の６第１項に規定する申告

書の提出の際に経由すべき同項に規定する公的年金等（以下この項にお

いて「公的年金等」という。）の支払者をいう。以下この条において同

じ。）から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行

規則で定めるところにより、次項各号に掲げる事項を記載した申告書を、

当該公的年金等支払者を経由して、市長に提出しなければならない。  

(1) 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する申告

書を提出しなければならない者  

(2) 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定

の適用を受けるものを除く。）の支払を受ける第２３条第１項第１号

に掲げる者であって、特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金

額が９００万円以下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配

偶者（合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）をいう。次

号及び次項第３号において同じ。）（退職手当等（第５３条の２に規

定する退職手当等に限る。以下この号において同じ。）に係る所得を

有する者に限る。）又は扶養親族（年齢１６歳未満の者又は控除対象
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扶養親族であって退職手当等に係る所得を有する者に限る。）若しく

は特定親族（退職手当等に係る所得を有する者であって、合計所得金

額が８５万円以下であるものに限る。）を有する者  

(3) 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定

の適用を受けるものに限る。）の支払を受ける第２３条第１項第１号

に掲げる者（当該年中に支払を受けるべき当該公的年金等の額がその

年最初に当該公的年金等の支払を受けるべき日の前日の現況において

令第４８条の９の７の３に定める金額に満たない者を除く。）であっ

て、障害者、寡婦若しくはひとり親に該当する者又は特定配偶者若し

くは扶養親族（年齢１６歳未満の者又は控除対象扶養親族に限る。）

若しくは特定親族（合計所得金額が８５万円以下であるものに限

る。）を有する者  

第３６条の３の３第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条

第６項とし、同条第４項中「第４８条の９の７の３」を「第４８条の９の

８」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項を同条第４項とし、同条

第２項中「前項」を「第１項」に、「法第３１７条の３の３第１項の規定

による申告書に」を「同条第１項の規定による申告書に」に、「法第３１

７条の３の３第１項の規定による申告書を提出する」を「同条第１項の規

定による申告書を提出する」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項

の次に次の１項を加える。  

２ 前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲げる事項とする。  

(1) 公的年金等支払者の名称

(2) 公的年金等受給者が、法第３１４条の２第１項第６号に規定する

特別障害者又はその他の障害者に該当する場合にはその旨及びその該

当する事実並びに寡婦又はひとり親に該当する場合にはその旨  

(3) 特定配偶者の氏名

(4) 扶養親族又は特定親族の氏名

(5) その他施行規則で定める事項
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第６３条中「額が土地」の次に「又は家屋」を加え、「、家屋にあって

は２０万円」を削り、「１５０万円」を「１８０万円」に改める。  

附則第６条中「から令和９年度まで」を「以後」に改める。  

附則第７条の３第１項中「令和２０年度」を「令和２５年度」に、「令

和７年」を「令和１２年」に改める。  

附則第７条の４中「又は附則第２０条第１項」を「、附則第１９条の３

第１項又は附則第２０条第１項」に、「附則第５条の６第２項」を「附則

第５条の６第３項又は第４項」に改める。  

附則第９条の２中「附則第７条の２第４項」の次に「（法附則第７条の

３第３項又は第４項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」

を加える。  

附則第１０条の２中第６項を第１４項とし、第３項から第５項までを８

項ずつ繰り下げ、第２項の次に次の８項を加える。  

３ 法附則第１５条第２４項第１号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。  

４ 法附則第１５条第２４項第１号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。  

５ 法附則第１５条第２４項第１号ハに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。  

６ 法附則第１５条第２４項第１号ニに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は２分の１とする。  

７ 法附則第１５条第２４項第２号に規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は５分の３とする。  

８ 法附則第１５条第２４項第３号イに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。  

９ 法附則第１５条第２４項第３号ロに規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。  

１０ 法附則第１５条第２４項第４号に規定する設備について同号に規定
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する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。  

 附則第１０条の２に次の１項を加える。  

１５ 法附則第１５条の１１第１項に規定する市町村の条例で定める割合

は３分の１とする。  

 附則第１０条の３に次の１項を加える。  

１５ 法附則第１５条の１１第１項の改修特別特定建築物について、同項

の規定の適用を受けようとする者は、同項に規定する利便性等向上改修

工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第７条の２第１項に規定する補助に係る補助金確定通知書

の写し及び高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平

成１８年法律第９１号）第１４条第１項に規定する建築物移動等円滑化

基準（同条第３項の条例で付加した事項を含む。）又は同法第１７条第

３項第１号に規定する同法第２条第２０号に規定する建築物特定施設の

構造及び配置に関する基準に適合する旨を証する書類を添付して市長に

提出しなければならない。  

 (1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個

人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名

称） 

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積  

 (3) 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施

行令（平成１８年政令第３７９号）第５条各号に掲げる特別特定建築

物（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第１４条

第３項の条例で定める同法第２条第１８号に規定する特定建築物を含

む。）のいずれに該当するかの別  

(4) 家屋の建築年月日及び登記年月日  

(5) 利便性等向上改修工事が完了した年月日  

(6) 利便性等向上改修工事が完了した日から３月を経過した後に申告

書を提出する場合には、３月以内に提出することができなかった理由  
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附則第１７条の２第２項中「附則第３４条の２第５項」を「附則第３４

条の２第６項」に、「附則第３４条の２第１０項」を「附則第３４条の２

第１２項」に改め、同条に次の１項を加える。  

４ 第１項（第２項において準用する場合を含む。）の場合において、所

得割の納税義務者が、租税特別措置法第３１条の２第２項第１３号から

第１５号までに掲げる土地等の譲渡に該当するものをしたときにおける

その譲渡をした土地等がその譲渡をした時において地すべり等防止法

（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の地すべり防止区域、急傾斜

地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第

３条第１項の急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域等における土砂

災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７号）第９条第

１項の土砂災害特別警戒区域又は特定都市河川浸水被害対策法（平成１

５年法律第７７号）第５６条第１項の浸水被害防止区域内にあるとき

は、当該土地等の譲渡は、第１項又は第２項に規定する優良住宅地等の

ための譲渡又は確定優良住宅地等予定地のための譲渡に該当しないもの

とみなす。  

附則第１９条の２の次に次の１条を加える。  

（特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例）  

第１９条の３  当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法

第３８条の２第１項に規定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する

場合には、当該事業所得、譲渡所得及び雑所得については、第３３条第

１項及び第２項並びに第３４条の３の規定にかかわらず、他の所得と区

分し、前年中の当該事業所得の金額、譲渡所得の金額及び雑所得の金額

として令附則第１８条の６の４で定めるところにより計算した金額（以

下この項において「特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」という。）

に対し、特定暗号資産に係る課税譲渡所得等の金額（特定暗号資産に係

る譲渡所得等の金額（次項第１号の規定により読み替えて適用される第

３４条の２の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）をい
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う。）の１００分の３に相当する金額に相当する市民税の所得割を課す

る。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。  

(1) 第３４条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」と

あるのは、「総所得金額、附則第１９条の３第１項に規定する特定暗

号資産に係る譲渡所得等の金額」とする。  

(2) 第３４条の６から第３４条の８まで、第３４条の９第１項、附則

第７条第１項及び附則第７条の３第１項の規定の適用については、第

３４条の６中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１９

条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第３４条の７第

１項前段、第３４条の８、第３４条の９第１項、附則第７条第１項及

び附則第７条の３第１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並

びに附則第１９条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」と、

第３４条の７第１項後段中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及

び附則第１９条の３第１項の規定による市民税の所得割の額の合計

額」とする。  

(3) 第３５条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は附則第１９条の３第１項に規

定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」と、「若しくは山林所

得金額」とあるのは「、山林所得金額若しくは附則第１９条の３第１

項に規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」とする。  

(4) 附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金

額」とあるのは「山林所得金額並びに附則第１９条の３第１項に規定

する特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」と、同条第２項中「所得

割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１９条の３第１項の規

定による市民税の所得割の額」とする。  

附 則 

（施行期日）  
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第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第３６条の２第１項ただし書、第３６条の３の２第１項第２号及

び第５項並びに第３６条の３の３の改正規定並びに附則第６条及び

附則第７条の３第１項の改正規定並びに次条第１項及び第２項の規

定 令和９年１月１日 

(2) 第６３条の改正規定及び附則第３条第２項の規定 令和９年４月

１日 

(3) 第３４条の７第２項の改正規定並びに附則第７条の４の改正規定

（「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４

項」に改める部分に限る。）、附則第９条の２及び附則第１７条の

２の改正規定並びに次条第４項の規定 令和１０年１月１日 

(4) 附則第７条の４の改正規定（前号に掲げる改正規定を除く。）及

び附則第１９条の２の次に１条を加える改正規定並びに次条第３項

及び第５項の規定 金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一

部を改正する法律（令和８年法律第  号）の施行の日の属する年

の翌々年の１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の袖ケ浦市税条例（以下「新条例」とい

う。）第３６条の３の３第１項及び第２項の規定は、前条第１号に掲げ

る規定の施行の日以後に支払を受けるべき公的年金等について提出する

新条例第３６条の３の３第１項の規定による申告書について適用し、同

日前に支払を受けるべき公的年金等について提出したこの条例による改

正前の袖ケ浦市税条例第３６条の３の３第１項の規定による申告書につ

いては、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第７条の３第１項及び第２項の規定は、市民税の所得割の

納税義務者が令和８年１月１日以後に所得税法等の一部を改正する法律

（令和８年法律第１２号。以下この項において「所得税法等改正法」と
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いう。）第７条の規定による改正後の租税特別措置法（昭和３２年法律

第２６号）第４１条第１項に規定する居住用家屋（同条第１６項の規定

により同条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第１６項に規

定する特例居住用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条第１７項の規

定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第１７項に規

定する特例既存住宅及び同条第３５項の規定により同条第１項に規定す

る既存住宅とみなされる同条第３５項に規定する要耐震改修住宅を含

む。）若しくは増改築等をした家屋（同条第１７項の規定により同条第

１項に規定する増改築等をした家屋とみなされる同条第１７項に規定す

る特例増改築等をした家屋を含み、当該増改築等又は当該特例増改築等

に係る部分に限る。）又は同条第６項に規定する認定住宅等（同条第１

８項の規定により同条第６項に規定する認定住宅等とみなされる同条第

１８項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同条第１項の定めるとこ

ろによりその者の居住の用に供する場合について適用し、市民税の所得

割の納税義務者が同日前に所得税法等改正法第７条の規定による改正前

の租税特別措置法第４１条第１項に規定する居住用家屋（同条第２０項

の規定により同条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条第２０

項に規定する特例居住用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条第３５

項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第３５

項に規定する要耐震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋

（当該増改築等に係る部分に限る。）又は同条第１０項に規定する認定

住宅等（同条第２１項の規定により同条第１０項に規定する認定住宅等

とみなされる同条第２１項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同条

第１項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合については、

なお従前の例による。 

３ 前条第４号に掲げる規定による新条例附則第７条の４の規定は、同号

に掲げる規定の施行の日（以下この項及び第５項において「４号施行

日」という。）の属する年度の翌年度以後の年度分の個人の市民税につ
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いて適用し、４号施行日の属する年度分までの個人の市民税については、

なお従前の例による。 

４ 新条例附則第１７条の２第４項の規定は、市民税の所得割の納税義務

者が令和１０年１月１日以後に行う同条第１項の土地等の譲渡について

適用する。 

５ 新条例附則第１９条の３の規定は、４号施行日の属する年度の翌年度

以後の年度分の個人の市民税について適用する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関す

る部分は、令和８年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和

７年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第６３条の規定は、令和９年度以後の年度分の固定資産税につ

いて適用し、令和８年度分までの固定資産税については、なお従前の例

による。 
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議案第２号 

袖ケ浦市都市計画税条例の一部を改正する条例の制定につい  

て 

袖ケ浦市都市計画税条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する。 

令和８年６月９日提出  

袖ケ浦市長  粕 谷   智 浩   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

地方税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）の一部が施行

され、バリアフリー改修が行われた特別特定建築物に係る税額の減額措置

の拡充等に伴い、条例の一部を改正しようとするものである。  

 

-15-



袖ケ浦市条例第  号 

袖ケ浦市都市計画税条例の一部を改正する条例 

袖ケ浦市都市計画税条例（平成５年条例第２号）の一部を次のように改

正する。 

附則第３項を次のように改める。 

（法附則第１５条の１１第１項の条例で定める割合） 

３ 法附則第１５条の１１第１項に規定する市町村の条例で定める割合は

３分の１とする。 

附則第１６項を附則第１７項とする。 

附則第１５項中「附則第４項及び第６項」を「附則第５項及び第７項」

に、「附則第４項及び第７項」を「附則第５項及び第８項」に、「附則第

５項、第７項及び第８項」を「附則第６項、第８項及び第９項」に、「附

則第７項、第８項及び第１０項」を「附則第８項、第９項及び第１１項」

に、「附則第１０項」を「附則第１１項」に、「附則第１１項から第１３

項まで」を「附則第１２項から第１４項まで」に、「附則第１２項」を

「附則第１３項」に改め、同項を附則第１６項とする。 

附則第１４項を附則第１５項とし、附則第９項から附則第１３項までを

１項ずつ繰り下げる。 

附則第８項中「附則第４項」を「附則第５項」に改め、同項を附則第９

項とする。 

附則第７項中「附則第４項」を「附則第５項」に改め、同項を附則第８

項とする。 

附則第６項中「附則第４項」を「附則第５項」に改め、同項を附則第７

項とする。 

附則第５項を附則第６項とし、附則第４項を附則第５項とし、附則第３

項の次に次の１項を加える。 

（改修特別特定建築物に対する都市計画税の減額の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告） 
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４ 法附則第１５条の１１第１項の改修特別特定建築物について、同項の

規定の適用を受けようとする者は、同項に規定する利便性等向上改修工

事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に地

方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号）附則第７条の２第１項

に規定する補助に係る補助金確定通知書の写し及び高齢者、障害者等の

移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９１号）第１４

条第１項に規定する建築物移動等円滑化基準（同条第３項の条例で付加

した事項を含む。）又は同法第１７条第３項第１号に規定する同法第２

条第２０号に規定する建築物特定施設の構造及び配置に関する基準に適

合する旨を証する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５

年法律第２７号）第２条第５項に規定する個人番号をいい、当該書類

を提出する者の同項に規定する個人番号に限る。以下この号において

同じ。）又は法人番号（同条第１６項に規定する法人番号をいう。以

下この号において同じ。）（個人番号又は法人番号を有しない者にあ

っては、住所及び氏名又は名称） 

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

(3) 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施

行令（平成１８年政令第３７９号）第５条各号に掲げる特別特定建築

物（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第１４条

第３項の条例で定める同法第２条第１８号に規定する特定建築物を含

む。）のいずれに該当するかの別 

(4) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

(5) 利便性等向上改修工事が完了した年月日 

(6) 利便性等向上改修工事が完了した日から３月を経過した後に申告

書を提出する場合には、３月以内に提出することができなかった理由 

附 則 
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（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の袖ケ浦市都市計画税条例の規定は、令和８年

度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和７年度分までの都市

計画税については、なお従前の例による。 
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議案第３号 

   袖ケ浦市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定に  

   ついて  

 袖ケ浦市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のように制定

する。  

  令和８年６月９日提出  

袖ケ浦市長  粕 谷   智 浩   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

 袖ケ浦市国民健康保険特別会計の財源を確保するため、国民健康保険税

の税率改定を行うとともに、地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号  

）の一部が改正され、国民健康保険税に係る課税限度額及び軽減措置の対

象となる世帯の判定所得基準額が引上げられたことなどに伴い、条例の一

部を改正しようとするものである。  
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袖ケ浦市条例第  号 

袖ケ浦市国民健康保険税条例の一部を改正する条例  

袖ケ浦市国民健康保険税条例（昭和４７年条例第６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条第２項ただし書中「６６０，０００円」を「６７０，０００円」

に改め、同条第５項に次のただし書を加える。  

ただし、加算後の額が３０，０００円を超える場合においては、子ど

も・子育て支援納付金課税額は、３０，０００円とする。  

第３条第１項中「１００分の７．５」を「１００分の７．８２」に改め

る。 

第６条中「１００分の２．６」を「１００分の２．７３」に改める。  

第８条中「１００分の２．４」を「１００分の２．６８」に改める。  

第９条中「１６，０００円」を「１４，０００円」に改める。  

第２３条第１項中「６６０，０００円」を「６７０，０００円」に改め、

同項中「同条第５項」の次に「本文」を加え、「子ども・子育て支援納付

金課税額」の次に「からオ及びカに掲げる額を減額して得た額（当該減額

して得た額が３０，０００円を超える場合には、３０，０００円）」を加

え、同項第１号エ中「１１，２００円」を「９，８００円」に改め、同号

に次のように加える。  

オ 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額

の被保険者均等割額  被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。）１人について１，２６０円  

カ １８歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の１

８歳以上被保険者均等割額  １８歳以上被保険者（第１条第２項に

規定する世帯主を除く。）１人について７０円  

第２３条第１項第２号中「３０５，０００円」を「３１０，０００円」

に改め、同号エ中「８，０００円」を「７，０００円」に改め、同号に次

のように加える。  
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オ 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額

の被保険者均等割額  被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。）１人について９００円  

カ １８歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の１

８歳以上被保険者均等割額  １８歳以上被保険者（第１条第２項に

規定する世帯主を除く。）１人について５０円  

第２３条第１項第３号中「５６０，０００円」を「５７０，０００円」

に改め、同号エ中「３，２００円」を「２，８００円」に改め、同号に次

のように加える。  

オ 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額

の被保険者均等割額  被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。）１人について３６０円  

カ １８歳以上被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額の１

８歳以上被保険者均等割額  １８歳以上被保険者（第１条第２項に

規定する世帯主を除く。）１人について２０円  

第２３条第２項に次の１号を加える。  

(3) 国民健康保険の被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課税額

の被保険者均等割額  次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学

児１人について次に定める額  

ア 前項第１号オに規定する金額を減額した世帯２７０円  

イ 前項第２号オに規定する金額を減額した世帯４５０円  

ウ 前項第３号オに規定する金額を減額した世帯７２０円  

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯９００円  

第２３条第３項中「及び」を「並びに」に改め、同項各号列記以外の部

分中「均等割額」の次に「及び１８歳以上被保険者均等割額」を加える。  

第２３条第３項第１号中「第２４条の３０の５」を「第２４条の３０の

６」に改め、同項に次の３号を加える。  

(7) 国民健康保険の出産被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課
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税額の所得割額  当該出産被保険者につき第９条の２の規定により算

定した所得割額の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期

間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額  

(8) 国民健康保険の出産被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課

税額の被保険者均等割額  当該出産被保険者につき第９条の３の規定

により算定した被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額する

ものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）の１２

分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属

する月数を乗じて得た額  

(9) 国民健康保険の出産被保険者に係る子ども・子育て支援納付金課

税額の１８歳以上被保険者均等割額  当該出産被保険者につき第９条

の４の規定により算定した１８歳以上被保険者均等割額（第１項に規

定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の１８

歳以上被保険者均等割額）の１２分の１の額に、当該出産被保険者の

産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額  

第２３条に次の１項を加える。  

４ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に１８歳に達する日以後

の最初の３月３１日以前である被保険者（以下「１８歳未満被保険者」

という。）がある場合における当該納税義務者に対して課する子ども・

子育て支援納付金課税額の被保険者均等割額（当該納税義務者の世帯に

属する１８歳未満被保険者につき算定した被保険者均等割額（前３項に

規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保

険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割額から、当該被保険

者均等割額に相当する額を減額して得た額とする。  

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

（適用区分）  
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２ この条例による改正後の袖ケ浦市国民健康保険税条例の規定は、令和

８年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和７年度分ま

での国民健康保険税については、なお従前の例による。  
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議案第４号 

袖ケ浦市放課後児童クラブ会館の設置及び管理に関する条例  

の一部を改正する条例の制定について  

袖ケ浦市放課後児童クラブ会館の設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例を別紙のように制定する。  

 令和８年６月９日提出 

               袖ケ浦市長   粕 谷  智  浩   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

 奈良輪小学校区内に放課後児童クラブ会館を整備するため、条例の一部

を改正しようとするものである。  
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袖ケ浦市条例第  号 

袖ケ浦市放課後児童クラブ会館の設置及び管理に関する条例

の一部を改正する条例  

袖ケ浦市放課後児童クラブ会館の設置及び管理に関する条例（平成１９

年条例第２０号）の一部を次のように改正する。  

第３条の表に次のように加える。  

ならわ放課後児童クラブ 袖ケ浦市奈良輪４２５番地１  

附 則 

この条例は、令和９年２月１日から施行する。  
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議案第５号 

袖ケ浦市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定  

める条例の一部を改正する条例の制定について  

袖ケ浦市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例を別紙のように制定する。  

令和８年６月９日提出  

袖ケ浦市長  粕 谷   智 浩   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省

令第６１号）の一部が改正され、満３歳以上限定小規模保育事業に関する

規定、児童対象性暴力等の防止に関する規定及び理学療法士等のみなし保

育士に関する規定が追加されたこと等に伴い、条例の一部を改正しようと

するものである。  
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袖ケ浦市条例第  号 

袖ケ浦市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例  

袖ケ浦市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年条例第１６号）の一部を次のように改正する。  

第２条中「場合」の次に「若しくは同条第１０項第３号の規定に基づき

保育を必要とする児童であって満３歳以上のものについて保育を行う場

合」を加える。  

第６条第１項中「事項」の次に「（法第６条の３第１０項第３号に掲げ

る事業（以下「満３歳以上限定小規模保育事業」という。）を行う事業者

（以下「満３歳以上限定小規模保育事業者」という。）にあっては、第１

号及び第２号に掲げる事項）」を加え、同項第３号中「事業者等」の次に

「（満３歳以上限定小規模保育事業者を除く。第６項及び第７項において

同じ。）」を加え、同条第７項各号列記以外の部分中「ものに限る。）」

の次に「又は満３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所」を加え、同項

中「行う施設」の次に「又は事業所」を加える。  

第１３条を次のように改める。  

（児童対象性暴力等の防止）  

第１３条  家庭的保育事業者等は、法第３４条の１６第４項において準用

する法第２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等

（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防

止等のための措置に関する法律（令和６年法律第６９号）第２条第２項

に規定する児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防

止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に保護

するため、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事する

者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児

に接するものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定

する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講じなければならな
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い。 

第１８条第６号中「定員」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業者

にあっては、満３歳以上の幼児の利用定員）」を加える。  

第２７条中「Ｂ型」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業を除

く。）」を、「Ｃ型」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業を除

く。）」を加える。  

第２９条第２項第３号中「第６条の３第１０項第２号」の次に「又は第

３号」を加え、同条第３項中「准看護師」の次に「（以下「看護師等」と

いう。）」を加え、同条に次の２項を加える。  

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事

業所Ａ型に勤務する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職

員（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による大学（短期大

学を除く。）若しくは大学院において、心理学を専修する学科、研究科

若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した者であって、個人及び集

団心理療法の技術を有するもの又はこれと同等以上の能力を有すると認

められる者をいう。）又は障害児の療育に関する知識及び経験を有する

者であって、障害児の療育の指導を行う業務に５年以上従事した経験を

有するもののいずれかに該当し、かつ、子育てに関する知識及び経験を

有する者（以下「特定理学療法士等」という。）を、１人に限り、保育

士とみなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行う

に当たっては、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士（千葉県が認定地方

公共団体である場合には、保育士又は千葉県の区域に係る地域限定保育

士をいう。次項において同じ。）による支援を受けることができる体制

を確保しなければならない。  

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保

育事業所Ａ型の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を

除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならな
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い。 

第３１条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」に改

め、同条に次の２項を加える。  

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事

業所Ｂ型に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなす

ことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たって

は、当該小規模保育事業所Ｂ型の保育士（千葉県が認定地方公共団体で

ある場合には、保育士又は千葉県の区域に係る地域限定保育士をいう。

次項において同じ。）による支援を受けることができる体制を確保しな

ければならない。  

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保

育事業所Ｂ型の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を

除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならな

い。 

第３５条中「第６条の３第１０項」の次に「第１号」を加える。  

第４４条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」に改

め、同条に次の２項を加える。  

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業

所内保育事業所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士と

みなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当

たっては、当該保育所型事業所内保育事業所の保育士（千葉県が認定地

方公共団体である場合には、保育士又は千葉県の区域に係る地域限定保

育士をいう。次項において同じ。）による支援を受けることができる体

制を確保しなければならない。  

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該保育所型

事業所内保育事業所の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保
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育士を除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければ

ならない。  

第４７条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」に改

め、同条に次の２項を加える。  

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模型事業

所内保育事業所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士と

みなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当

たっては、当該小規模型事業所内保育事業所の保育士（千葉県が認定地

方公共団体である場合には、保育士又は千葉県の区域に係る地域限定保

育士をいう。次項において同じ。）による支援を受けることができる体

制を確保しなければならない。  

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模型

事業所内保育事業所の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保

育士を除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければ

ならない。  

第４８条中「第４８条において準用する第４号において同じ。）」と、

同条第４号中「次号並びに第３３条第４号及び第５号」とあるのは「第４

８条において準用する次号並びに第３３条第４号及び第５号」と読み替え

るものとする。」を「第４号において同じ。）」とする。」に改める。  

附則第４項中「事業者等（」の次に「満３歳以上限定小規模保育事業者

及び」を加える。  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１３条の改正規定は、

令和８年１２月２５日から施行する。  
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議案第６号 

袖ケ浦市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例の制定について 

　袖ケ浦市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例を別紙のように制定する。 

令和８年６月９日提出  

袖ケ浦市長  粕 谷   智 浩  

提案理由  

乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準（令和７年内閣府令第

１号）の一部が改正され、児童対象性暴力等の防止に関する規定が追加さ

れたことに伴い、条例の一部を改正しようとするものである。  
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袖ケ浦市条例第  号 

袖ケ浦市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例  

袖ケ浦市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（令和７年条例第３８号）の一部を次のように改正する。  

第１３条の次に次の１条を加える。  

（児童対象性暴力等の防止）  

第１３条の２ 乳児等通園支援事業者は、法第３４条の１６第４項におい

て準用する法第２１条の５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性暴

力等（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等

の防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第６９号）第２条第

２項に規定する児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）

を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合に利用乳幼児を適切に

保護するため、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事

する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳

幼児に接するものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に

規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講じなければな

らない。  

附 則 

この条例は、令和８年１２月２５日から施行する。  
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議案第７号 

   袖ケ浦市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営  

に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定につ  

いて 

 袖ケ浦市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する。  

  令和８年６月９日提出  

                袖ケ浦市長  粕 谷   智 浩   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て

支援施設等の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）の一部が

改正され、満３歳以上限定小規模保育事業に関する規定が追加されたこと

等に伴い、条例の一部を改正しようとするものである。  
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袖ケ浦市条例第  号 

袖ケ浦市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営

に関する基準を定める条例の一部を改正する条例  

袖ケ浦市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例（平成２６年条例第１５号）の一部を次のように改正する。  

第２条第６号中「小規模保育事業  」を「満３歳未満等小規模保育事

業 」に、「小規模保育事業を」を「小規模保育事業（同項第３号に掲げ

る事業を除く。）を」に改め、同号の次に次の１号を加える。  

(6)の２  満３歳以上限定小規模保育事業  児童福祉法第６条の３第１

０項に規定する小規模保育事業（同項第３号に掲げる事業に限る。）

をいう。  

第２条第１１号の次に次の３号を加える。  

(11)の２ 教育認定子ども  法第２７条第１項に規定する教育認定子ど

もをいう。  

(11)の３ 満３歳以上保育認定子ども  法第２７条第１項に規定する満

３歳以上保育認定子どもをいう。  

(11)の４ 保育認定子ども  法第２９条第２項に規定する保育認定子ど

もをいう。  

第６条第２項中「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、「利用定員の数」の次

に「の総数」を加え、同条第３項中「同条第２号又は第３号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保

育認定子ども又は満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子

どもを除く。）」に改め、「利用定員の数」の次に「の総数」を加える。  

第７条第２項中「法第１９条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「保育認定子ども」に改め

る。 

第１３条第４項第３号ア（ア）中「法第１９条第１号に掲げる小学校就
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学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」

に改め、同号ア（イ）中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」

に改め、同号イ中「以下イ」を「以下このイ」に改め、同号イ（ア）中

「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同号イ（イ）中「法第１９

条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も」を「満３歳以上保育認定子ども」に改める。  

第２２条の見出しを「（利用定員の遵守）」に改める。  

第２５条中「幼稚園」を「学校教育法第１条に規定する幼稚園」に、

「学校教育法」を「同法」に改める。  

第３５条第１項中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第

２項中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に、「同条第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上

保育認定子ども」に改め、同条第３項中「同号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に、「同

号又は同条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子ども」を「教育認定子ども又は満３歳以上保育認定子ども」と、

「同号」とあるのは「同条第２号」に、「同条第４項第３号イ（ア）中

「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども」

を「同条第４項第３号イ（ア）中「教育認定子ども」とあるのは「教育認

定子ども」に、「同号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」とあるの

は「教育・保育給付認定子ども」を「同号イ（イ）中「満３歳以上保育認

定子ども」とあるのは「満３歳以上保育認定子ども」に改める。  

第３６条第１項中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改
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め、同条第２項中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に、

「同条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第３項中「同号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ど

も」に、「同条第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども又は満３歳以上保育認定

子ども」に改め、「利用定員」の次に「の数の総数」を加え、「同条第４

項第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保

育給付認定子ども」を「同条第４項第３号イ（ア）中「教育認定子ども」

とあるのは「教育認定子ども」に、「同号イ（イ）中「教育・保育給付認

定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども」を「同号イ（イ）中

「満３歳以上保育認定子ども」とあるのは「満３歳以上保育認定子ども」

に改める。  

第３７条第１項中「第２８条」を「第２７条」に、「第３１条」を「第

２７条」に、「第３３条」を「第２７条」に改め、同条第２項を次のよう

に改める。  

２ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者（満３歳以

上限定小規模保育事業を行う者をいう。以下同じ。）を除く。）は、次

の各号に掲げる地域型保育事業の区分に応じ、当該地域型保育事業を行

う事業所ごとに、当該各号に定める利用定員を、満１歳に満たない小学

校就学前子どもと満１歳以上の小学校就学前子どもとに区分して定める

ものとする。  

(1) 家庭的保育事業、満３歳未満等小規模保育事業及び居宅訪問型保

育事業 法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定

員 

(2) 事業所内保育事業  法第４３条第３項に規定する労働者等監護満

３歳未満小学校就学前子どもに係る利用定員及びその他の法第１９条
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第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員  

第３７条に次の１項を加える。  

３ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）

は、満３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所ごとに、法第１９条第

２号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員を定めるものとする。  

第３９条第２項中「特定地域型保育事業者」を「特定地域型保育事業者

（満３歳以上限定小規模保育事業者を除く。）」に、「この章」を「この

章（第４３条第１項を除く。）」に改め、「利用定員の数」の次に「の総

数」を加え、同条第４項中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子

ども」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項中「前項の特定地域型

保育事業者は、同項の選考を行うに当たって、その方法」を「前２項の特

定地域型保育事業者は、前２項に規定する選考の方法」に改め、同項を同

条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。  

３ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）

は、利用の申込みに係る法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ども

の数及び特定地域型保育事業所を現に利用している満３歳以上保育認定

子どもの数の総数が、当該特定地域型保育事業所の同号に掲げる小学校

就学前子どもの区分に係る利用定員の数の総数を超える場合においては、

法第２０条第４項の規定による認定に基づき、保育の必要の程度及び家

族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳以

上保育認定子どもが優先的に利用できるよう、選考するものとする。  

第４０条第２項及び第４１条中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育

認定子ども」に改める。  

第４２条第１項第１号中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子

ども」に改め、同項第３号中「特定地域型保育事業者により特定地域型保

育」を「特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者を除く。

第６項、第７項、第１１項及び第１２項において同じ。）により特定地域

型保育（満３歳以上限定小規模保育を除く。第６項、第７項及び第１２項
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において同じ。）」に、「小学校就学前子ども」を「法第１９条第３号に

掲げる小学校就学前子ども」に、「以下この号及び第６項第１号」を「第

６項第１号」に改め、同条第７項各号列記以外の部分中「ものに限

る。）」の次に「又は満３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所」を加

え、同項中「行う施設」の次に「又は事業所」を加え、同条中第１１項を

第１２項とし、第８項から第１０項までを１項ずつ繰り下げ、第７項の次

に次の１項を加える。  

８ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）

は、第１項本文の規定にかかわらず、連携施設の確保に当たって、同項

第３号に係る連携協力を求めることを要しない。  

第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」を「教育・保育給付認

定保護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に

限る。）」に改める。  

第４６条第７号中「第３９条第２項の選考方法」を「第３９条第２項及

び第３項に規定する選考の方法」に改める。  

第４７条第１項及び第２項ただし書中「満３歳未満保育認定子ども」を

「保育認定子ども」に改める。  

第４８条の見出しを「（利用定員の遵守）」に改める。  

第４９条第２項中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ども」

に改める。  

第５０条中「満３歳未満保育認定子どもに限り、特定満３歳以上保育認

定子ども」を「教育認定子ども」に、「第１２条の見出し中「教育・保

育」とあるのは「地域型保育」と、第１４条の見出し中「施設型給付費」

とあるのは「地域型保育給付費」と、同条第１項」を「第１４条第１項」

に、「特定教育・保育に係る施設型給付費」を「施設型給付費」に、「特

定地域型保育（特別利用地域型保育及び特定利用地域型保育を含む。第５

０条において準用する次項及び第１９条において同じ。）に係る地域型保

育給付費」を「地域型保育給付費」に、「第５０条において準用する第１
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９条」を「第１９条」に改め、「「特定教育・保育に」とあるのは「特定

地域型保育に」と、」及び「「特定教育・保育を」とあるのは「特定地域

型保育を」と、」を削り、「第２３条中「運営規程」とあるのは「第４６

条に規定する事業の運営についての重要事項に関する規程」」を「第２５

条中「各号（幼保連携型認定こども園である特定教育・保育施設の職員に

あっては、認定こども園法第２７条の２第１項各号、学校教育法第１条に

規定する幼稚園である特定教育・保育施設の職員にあっては、同法第２８

条第２項において準用する認定こども園法第２７条の２第１項各号）」と

あるのは「各号」」に改める。  

第５１条第１項中「特定地域型保育事業者が法第１９条第１号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「特定地域

型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者を除く。以下この条にお

いて同じ。）が教育認定子ども」に改め、同条第２項中「法第１９条第１

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの

数」を「教育認定子どもの数」に、「次条第１項」を「第５２条第１項」

に、「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改め、同条第３項

中「をいう。次条第３項」を「をいう。次条第３項及び第５２条第３項」

に、「第４０条第２項」を「第３７条第３項、第３９条第３項及び第４０

条第２項」に、「を含む。次条第３項」を「を含む。第５２条第３項」に、

「以下この章」を「以下この章（第４３条第１項を除く。）」に、「同条

第１号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子ども（第５２条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する

場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第１９条第２号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含

む。）」を「教育認定子ども及び満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳

以上保育認定子どもを除き、第５２条第１項の規定により特定利用地域型

保育を提供する場合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象となる満
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３歳以上保育認定子どもを含む。）」に、「第４３条第１項中「教育・保

育給付認定保護者」を「第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者

（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限

る。）」に、「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条の次に次

の１条を加える。  

第５１条の２  特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者

に限る。以下この条において同じ。）が教育認定子どもに対し特別利用

地域型保育を提供する場合には、家庭的保育事業等条例を遵守しなけれ

ばならない。  

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域型保育を提

供する場合には、当該特別利用地域型保育に係る教育認定子どもの数及

び特定地域型保育事業所を現に利用している満３歳以上保育認定子ども

の数の総数が、第３７条第３項の規定により定められた利用定員の数を

超えないものとする。  

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保育を

提供する場合には、特定地域型保育には特別利用地域型保育を、地域型

保育給付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含むものとして、こ

の章（第３７条第２項、第３９条第２項及び第４０条第２項を除き、第

５０条において準用する第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３

条を除く。）、第１７条から第１９条まで及び第２３条から第３３条ま

でを含む。）の規定を適用する。この場合において、第３９条第３項中

「第１９条第２号」とあるのは「第１９条第１号」と、「満３歳以上保

育認定子ども」とあるのは「教育認定子ども又は満３歳以上保育認定子

ども」と、「同号」とあるのは「法第１９条第２号」と、「法第２０条

第４項の規定による認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況

を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳以上保育認定

子どもが優先的に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申込みを受け
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た順序により決定する方法、当該特定地域型保育事業者の保育に関する

理念、基本方針等に基づく選考その他公正な方法により」と、第４３条

第１項中「教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子どもに係

る教育・保育給付認定保護者に限る。）」とあるのは「教育・保育給付

認定保護者（特別利用地域型保育の対象となる教育認定子どもに係る教

育・保育給付認定保護者を除く。）」と、同条第２項中「法第２９条第

３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第２号の内閣総

理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第３項中「前２

項」とあるのは「前項」と、同条第４項中「前３項」とあるのは「前２

項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（第１

３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」と、

同条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」とする。  

第５２条第１項中「特定地域型保育事業者が法第１９条第２号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「特定地域

型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者を除く。以下この条にお

いて同じ。）が満３歳以上保育認定子ども」に改め、同条第２項中「法第

１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもの数」を「満３歳以上保育認定子どもの数」に、「同条第３号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（前条第１

項」を「満３歳未満保育認定子ども（第５１条第１項」に、「法第１９条

第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も」を「教育認定子ども」に改め、同条第３項中「第４３条第１項中「教

育・保育給付認定保護者」を「第４３条第１項中「教育・保育給付認定保

護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限

る。）」に、「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に、「令第

４条第１項第２号に規定する満３歳以上保育認定こどもをいう」を「特定

満３歳以上保育認定子どもを除く」に改める。  
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附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第８号 

袖ケ浦市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について  

袖ケ浦市介護保険条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する。  

令和８年６月９日提出  

袖ケ浦市長  粕 谷   智 浩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

所得税法（昭和４０年法律第３３号）の一部改正に伴う特例の基準によ

り算定する令和８年度分の介護保険料について、令和７年度非課税者に係

る特例の減免を設けるため、条例の一部を改正しようとするものである。  
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袖ケ浦市条例第  号                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                              

袖ケ浦市介護保険条例の一部を改正する条例 

袖ケ浦市介護保険条例（平成１２年条例第２号）の一部を次のように改

正する。  

附則に次の１条を加える。  

（令和８年度における介護保険料の減免の特例）  

第１３条  前２条の規定により令和８年度分の地方税法の規定による市町

村民税が課税されている者とみなした第１号被保険者又はその属する世

帯の世帯主及びすべての世帯員が、令和７年度分の同法の規定による市

町村民税が課されていない場合においては、市長は、当該第１号被保険

者に係る令和８年度分の保険料について、第９条第１項の規定にかかわ

らず、同法の規定による市町村民税が課されていない者として判定する

保険料区分まで保険料を減免することができる。この場合において、同

条第２項の規定による申請書の提出は、これを要しない。  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第９号 

袖ケ浦市下水道条例等の一部を改正する条例の制定について  

袖ケ浦市下水道条例等の一部を改正する条例を別紙のように制定する。  

令和８年６月９日提出 

  袖ケ浦市長  粕 谷   智 浩   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

 災害その他非常の場合において、他の地方公共団体の長の指定を受けた

者が排水設備等の工事を実施できるようにするため、条例の一部を改正し

ようとするものである。  
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袖ケ浦市条例第  号 

袖ケ浦市下水道条例等の一部を改正する条例  

（袖ケ浦市下水道条例の一部改正）  

第１条 袖ケ浦市下水道条例（昭和５８年条例第３１号）の一部を次のよ

うに改正する。  

第７条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次

の１項を加える。  

２  前項に規定する者のほか、災害その他非常の場合において、市長 

が他の地方公共団体の長（地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２

号）第７条の規定により置かれた下水道事業の管理者及び同法第３９

条の２第３項の規定により任命された下水道事業に係る企業長を含

む。）の指定を受けた者に行わせる必要があると認めるときは、当該

指定を受けた者を指定排水設備業者とみなし、当該工事を行わせるこ

とができる。  

第２４条第２項第４号中「（昭和２７年法律第２９２号）」を削る。  

（袖ケ浦市農業集落排水処理施設条例の一部改正）  

第２条 袖ケ浦市農業集落排水処理施設条例（平成９年条例第２０号）の

一部を次のように改正する。  

第１０条に次の１項を加える。  

２  前項に規定する者のほか、災害その他非常の場合において、市長  

が他の地方公共団体の長（地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２

号）第７条の規定により置かれた下水道事業の管理者及び同法第３９

条の２第３項の規定により任命された下水道事業に係る企業長を含

む。）の指定を受けた者に行わせる必要があると認めるときは、当該

指定を受けた者は、当該設計及び工事を行うことができる。この場合

において、当該指定を受けた者は、前項の規定により市長が指定した

者とみなす。  
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 （袖ケ浦市農業集落排水処理施設のうち流末を公共下水道へ接続する区

域の管理条例の一部改正）  

第３条 袖ケ浦市農業集落排水処理施設のうち流末を公共下水道へ接続す

る区域の管理条例（平成１４年条例第３０号）の一部を次のように改正

する。  

第７条に次の１項を加える。  

２ 前項に規定する者のほか、災害その他非常の場合において、市長が

他の地方公共団体の長（地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２

号）第７条の規定により置かれた下水道事業の管理者及び同法第３９

条の２第３項の規定により任命された下水道事業に係る企業長を含

む。）の指定を受けた者に行わせる必要があると認めるときは、当該

指定を受けた者は、当該設計及び工事を行うことができる。この場合

において、当該指定を受けた者は、指定排水設備業者とみなす。  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第１０号 

袖ケ浦市監査委員に関する条例及び袖ケ浦市下水道事業の設  

置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について  

袖ケ浦市監査委員に関する条例及び袖ケ浦市下水道事業の設置等に関す

る条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する。 

令和８年６月９日提出  

袖ケ浦市長  粕 谷   智 浩   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の一部が改正されることに伴い、

引用している条項の整理を行うため、関係する条例の一部を改正しようと

するものである。  
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袖ケ浦市条例第  号 

袖ケ浦市監査委員に関する条例及び袖ケ浦市下水道事業の設  

置等に関する条例の一部を改正する条例  

（袖ケ浦市監査委員に関する条例の一部改正）  

第１条 袖ケ浦市監査委員に関する条例（昭和４６年条例第８１号）の一

部を次のように改正する。  

第４条及び第１０条中「第２４３条の２の８第３項」を「第２４３条

の２の９第３項」に改める。  

（袖ケ浦市下水道事業の設置等に関する条例の一部改正）  

第２条 袖ケ浦市下水道事業の設置等に関する条例（令和元年条例第２１

号）の一部を次のように改正する。

第６条中「第２４３条の２の８第８項」を「第２４３条の２の９第８

項」に改める。  

附 則 

この条例は、令和８年９月２４日から施行する。
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議案第１１号  

   契約の締結について  

 市は、次の契約を締結する。  

  令和８年６月９日提出  

                袖ケ浦市長  粕 谷   智 浩   

記  

１ 契 約 の 目 的  奈良輪小学校区放課後児童クラブ会館建設工事（建

築工事）  

２ 契約の相手方   袖ケ浦市横田２５７０番地  

          株式会社大鐵建設  

          代表取締役 露﨑  利行  

３ 契 約 金 額  ２２５，５００，０００円（消費税及び地方消費税込み）  

４ 入 札 の 方 式  制限付き一般競争入札（総合評価落札方式）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

 奈良輪小学校区放課後児童クラブ会館建設工事（建築工事）の請負につ

いて、袖ケ浦市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関す

る条例（昭和４６年条例第３４号）第２条の規定により、議会の議決を求

めるものである。  
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議案第１２号 

専決処分の承認を求めることについて  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を

求める。  

令和８年６月９日提出  

袖ケ浦市長  粕 谷   智 浩   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

令和７年度袖ケ浦市一般会計補正予算（第５号）において補正した、物

価高対応子育て応援手当の支給に要するための経費について、予算の補正

が必要となり、特に緊急を要したため令和８年３月３１日に専決処分した

ものである。  
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専 決 処 分 書 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

議会の議決すべき事件について特に緊急を要するため議会を招集する時間

的余裕がないことが明らかであると認めるので、次のとおり専決処分する。 

記 

専決第３号 

令和７年度袖ケ浦市一般会計補正予算（第９号） 

（別紙のとおり）  

令和８年３月３１日 

袖ケ浦市長  粕 谷   智 浩   
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専決第３号 

令和７年度袖ケ浦市一般会計補正予算（第９号）  

令和７年度袖ケ浦市の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３，２８０千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

３２，７７９，３６０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入

歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の変更は、「第２表繰越明許費補正」による。 

  令和８年３月３１日 

袖ケ浦市長  粕 谷  智 浩  

-53-



款 補  正  額 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

国 庫 支 出 金16 6,464,360 3,280 6,467,640

2 1,680,034 3,280 1,683,314国 庫 補 助 金

32,779,360歳 入 合 計 32,776,080 3,280
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補  正  額 計款

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

民 生 費3 13,851,770 3,280 13,855,050

児 童 福 祉 費2 6,660,899 3,280 6,664,179

32,779,360歳              出              合              計 32,776,080 3,280
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第２表　繰越明許費補正

　変　　更 （単位：千円）

補正前 補正後

金額 金額

３．民生費 ２．児童福祉費 物価高対応子育て応援手当支給事業 6,564

款 項 事業名

4,083
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議案第１３号 

専決処分の承認を求めることについて

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を

求める。  

令和８年６月９日提出  

袖ケ浦市長  粕 谷   智 浩 

提案理由  

令和８年３月３１日付けで地方税法等の一部を改正する法律（令和８年

法律第２号）が公布され、その一部が同年４月１日から施行されたことに

伴い、袖ケ浦市税条例の一部を改正したものである。  
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専 決 処 分 書 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

議会の議決すべき事件について特に緊急を要するため議会を招集する時間

的余裕がないことが明らかであると認めるので、次のとおり専決処分する。 

記 

専決第４号 

袖ケ浦市税条例の一部を改正する条例の制定について  

（別紙のとおり）  

令和８年３月３１日 

袖ケ浦市長  粕 谷   智 浩 
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袖ケ浦市条例第１５号 

袖ケ浦市税条例の一部を改正する条例  

袖ケ浦市税条例（平成５年条例第１号）の一部を次のように改正する。  

第１８条の３中「種別割」を「軽自動車税」に改める。  

第１９条中「、第８１条の６第１項」を削り、同条第２号及び第３号中

「第８１条の６第１項の申告書、」を削る。  

第３３条第３項中「以下この項及び次項並びに」を「次項及び」に改め、

「。）」の次に「（同号ロに掲げるものを除く。以下この項において同

じ。）」を加える。  

第８０条第１項を次のように改める。  

軽自動車税は、軽自動車等に対し、その所有者に課する。  

第８０条第２項を削り、同条第３項中「種別割」を「軽自動車税」に、

「、第１項」を「、前項」に、「その使用者に」を「当該軽自動車等の使

用者に軽自動車税を」に改め、同項ただし書中「これを課さない」を「こ

の限りでない」に改め、同項を同条第２項とする。  

第８１条第１項を次のように改める。  

軽自動車等の売買契約において売主が当該軽自動車等の所有権を留保

している場合には、買主を軽自動車等の所有者とみなして、軽自動車税

を課する。  

第８１条第２項中「３輪以上の軽自動車の取得者又は」を削り、同条第

３項及び第４項を削る。  

第８１条の３から第８１条の８までを削る。  

第８２条（見出しを含む。）、第８３条（見出しを含む。）及び第８５

条（見出しを含む。）中「種別割」を「軽自動車税」に改める。  

第８７条の見出し中「種別割」を「軽自動車税」に改め、同条第１項中

「種別割」を「軽自動車税」に、「第３３号の４の２様式」を「第３３号

の４様式」に改め、同条第２項及び第３項中「第３３号の４の２様式」を

「第３３号の４様式」に改める。  
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第８８条の見出し並びに第８９条（見出しを含む。）及び第９０条（見

出しを含む。）中「種別割」を「軽自動車税」に改める。  

第９１条第２項中「第８０条第３項ただし書」を「第８０条第２項ただ

し書」に、「種別割」を「軽自動車税」に改め、同条第７項中「種別割」

を「軽自動車税」に改める。  

附則第７条の３の前の見出し及び同条を削る。  

附則第７条の３の２に見出しとして、「（個人の市民税の住宅借入金等

特別税額控除）」を付し、同条第１項中「居住年が平成１１年から平成１

８年まで又は」を「同法第４１条第１項に規定する居住年が」に、「にお

いて、前条第１項の規定の適用を受けないときは」を「には」に、「附則

第５条の４の２第５項」を「附則第５条の４第５項」に改め、同条第２項

中「附則第７条の３の２第１項」を「附則第７条の３第１項」に改め、同

条を附則第７条の３とする。  

附則第７条の５及び附則第７条の８中「附則第７条の３の２第１項」を

「附則第７条の３第１項」に改める。  

附則第８条第１項中「令和９年度」を「令和１２年度」に改め、同条第

２項中「、附則第７条の３の２第１項」を削る。  

附則第１０条の２中第３項から第１３項までを削り、同条第１４項中

「附則第１５条第２８項」を「附則第１５条第２７項」に改め、同項を同

条第３項とし、同条第１５項中「附則第１５条第３２項」を「附則第１５

条第３１項」に改め、同項を同条第４項とし、同条中第１６項を第５項と

し、第１７項を第６項とする。  

附則第１０条の３第７項中「附則第１２条第１９項」を「附則第１２条

第２０項」に改め、同条第８項第４号中「附則第１２条第２３項」を「附

則第１２条第２４項」に改め、同項第６号中「附則第１２条第２４項」を

「附則第１２条第２５項」に改め、同条第９項第５号及び第１１項第５号

中「附則第１２条第３１項」を「附則第１２条第３２項」に改め、同条第

１４項中「附則第１２条第１９項」を「附則第１２条第２０項」に改め、同
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条第１５項を削る。 

附則第１０条の３の次に次の１条を加える。  

（令和６年能登半島地震に係る固定資産税の特例の適用を受けようとす

る者がすべき申告等）  

第１０条の４  法附則第１６条の３第１項（同条第２項において準用する

場合を含む。）の規定の適用を受けようとする者は、当該年度の初日の

属する年の１月３１日までに次に掲げる事項を記載した申告書を市長に

提出しなければならない。  

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個

人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名

称）並びに当該納税義務者が令附則第１２条の４第１項第３号から第

５号まで又は第３項第３号から第５号までに掲げる者である場合にあ

っては、同条第１項第１号若しくは第２号又は第３項第１号若しくは

第２号に掲げる者との関係  

(2) 法附則第１６条の３第１項に規定する被災住宅用地の上に令和５

年度に係る賦課期日において存した家屋の所有者及び家屋番号  

(3) 当該年度に係る賦課期日において法附則第１６条の３第１項（同

条第２項において準用する場合及び同条第６項（同条第７項において

準用する場合を含む。）の規定により読み替えて適用される場合を含

む。）の規定の適用を受けようとする土地を法第３４９条の３の２第

１項に規定する家屋の敷地の用に供する土地として使用することがで

きない理由  

(4) その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項  

２  法附則第１６条の３第１項（同条第２項において準用する場合を含

む。）の規定の適用を受ける土地に係る令和８年度分及び令和９年度分

の固定資産税については、第７４条の規定は適用しない。  

３ 法附則第１６条の３第４項に規定する特定被災共用土地（以下この項

において「特定被災共用土地」という。）に係る固定資産税額の按分の
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申出は、同条第４項に規定する特定被災共用土地納税義務者（第４号に

おいて「特定被災共用土地納税義務者」という。）の代表者が毎年１月

３１日までに次に掲げる事項を記載した申出書を市長に提出して行わな

ければならない。  

(1) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番

号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称）  

(2) 特定被災共用土地の所在、地番、地目及び地積並びにその用途  

(3) 特定被災共用土地に係る法附則第１６条の３第３項に規定する被

災区分所有家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積並びにその

用途 

(4) 各特定被災共用土地納税義務者の住所及び氏名並びに当該各特定

被災共用土地納税義務者の当該特定被災共用土地に係る持分の割合  

(5) 法附則第１６条の３第３項の規定により按分する場合に用いられ

る割合に準じて定めた割合及び当該割合の算定方法  

４ 法附則第１６条の３第９項の規定により特定被災共用土地とみなされ

た特定仮換地等（以下この項において「特定仮換地等」という。）に係

る固定資産税額の按分の申出については、前項中「特定被災共用土地納

税義務者」とあるのは「特定仮換地等納税義務者」と、「特定被災共用

土地の」とあるのは「特定仮換地等の」と、「特定被災共用土地に」と

あるのは「特定仮換地等に対応する従前の土地である特定被災共用土地

に」とする。  

附則第１５条の３の２から第１５条の７までを削る。  

附則第１６条の見出し中「の種別割」を削り、同条第１項中「法第４４

４条第３項に規定する」を「道路運送車両法第６０条第１項後段の規定に

よる」に、「から第４項まで」を「及び第３項」に改め、「の種別割」を

削り、同条第２項中「令和４年４月１日から令和８年３月３１日まで」を

「令和７年４月１日から令和１０年３月３１日まで」に改め、「の種別

割」を削り、同条第３項中「法第４４６条第１項第３号」を「同項」に改
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め、「及び次項」を削り、「令和４年４月１日」を「令和７年４月１日」

に、「当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分」を「令

和８年度分」に改め、「の種別割」を削り、同条第４項を削る。  

附則第１６条の２の見出し中「の種別割」を削り、同条第１項中「の種

別割」を削り、「から第４項まで」を「又は第３項」に改め、同条第２項

及び第３項中「の種別割」を削る。  

附則第１６条の３第３項第２号、第１６条の４第３項第２号及び第１７

条第３項第２号中「、附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１

項」を「及び附則第７条の３第１項」に改める。  

附則第１７条の２第１項及び第２項中「令和８年度」を「令和１１年

度」に改める。  

附則第１８条第５項第２号、附則第１９条第２項第２号及び第２０条第

２項第２号中「、附則第７条の３第１項及び附則第７条の３の２第１項」

を「及び附則第７条の３第１項」に改める。  

附則第２０条の２第２項第２号及び第５項第２号並びに附則第２０条の

３第２項第２号及び第５項第２号中「、第７条の３第１項及び第７条の３

の２第１項」を「及び第７条の３第１項」に改める。  

附 則 

（施行期日）  

第１条 この条例は、令和８年４月１日から施行する。  

（固定資産税に関する経過措置）  

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の袖ケ浦市

税条例（次条第１項において「新条例」という。）の規定中固定資産税

に関する部分は、令和８年度以後の年度分の固定資産税について適用し、

令和７年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。  

２ 令和６年４月１日から令和８年３月３１日までの間に新たに取得され

た地方税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）第１条の規

定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。次項において
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「旧法」という。）附則第１５条第２５項に規定する特定再生可能エネ

ルギー発電設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例に

よる。  

３ 平成３０年４月１日から令和８年３月３１日までの間に旧法附則第１

５条の１１第１項に規定する利便性等向上改修工事が行われた同項に規

定する改修実演芸術公演施設に対して課する固定資産税については、な

お従前の例による。  

（軽自動車税に関する経過措置）  

第３条 新条例の規定中軽自動車税に関する部分は、令和８年度以後の年

度分の軽自動車税について適用する。  

２ この条例の施行の日前の３輪以上の軽自動車の取得に対して課する軽

自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。  

３ 令和７年度以前の年度分の軽自動車税の種別割については、なお従前

の例による。  

（袖ケ浦市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）  

第４条 袖ケ浦市税条例等の一部を改正する条例（平成２６年条例第２０

号）の一部を次のように改正する。  

附則第６条中「の種別割」を削る。  

-64-



議案第１４号 

専決処分の承認を求めることについて  

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を

求める。  

令和８年６月９日提出  

袖ケ浦市長  粕 谷   智 浩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

令和８年３月３１日付けで地方税法等の一部を改正する法律（令和８年

法律第２号）が公布され、その一部が同年４月１日から施行されたことに

伴い、袖ケ浦市都市計画税条例の一部を改正したものである。  
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専 決 処 分 書 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

議会の議決すべき事件について特に緊急を要するため議会を招集する時間

的余裕がないことが明らかであると認めるので、次のとおり専決処分する。 

記 

専決第５号 

袖ケ浦市都市計画税条例の一部を改正する条例の制定について

（別紙のとおり）  

令和８年３月３１日 

袖ケ浦市長  粕 谷   智 浩 
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袖ケ浦市条例第１６号 

袖ケ浦市都市計画税条例の一部を改正する条例 

袖ケ浦市都市計画税条例（平成５年条例第２号）の一部を次のように改

正する。 

附則第２項（見出しを含む。）中「附則第１５条第３２項」を「附則第

１５条第３１項」に改める。 

附則第３項を次のように改める。 

３ 削除 

附則第１６項中「第９項、第１３項から第１７項まで、第１９項、第２

０項、第２４項、第２７項、第３１項から第３３項まで、第３６項、第３

７項、第４１項若しくは第４４項」を「第８項、第１２項から第１６項ま

で、第１８項、第１９項、第２３項、第２６項、第３０項から第３２項ま

で、第３５項、第３６項、第４０項若しくは第４３項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 次項に定めるものを除き、この条例による改正後の袖ケ浦市都市計画

税条例の規定は、令和８年度以後の年度分の都市計画税について適用し、

令和７年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 

３ 平成３０年４月１日から令和８年３月３１日までの間に地方税法等の

一部を改正する法律（令和８年法律第２号）第１条の規定による改正前

の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）附則第１５条の１１第１項に

規定する利便性等向上改修工事が行われた同項に規定する改修実演芸術

公演施設に対して課する都市計画税については、なお従前の例による。 
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報告第１号 

市が出資又は債務を負担している法人の経営状況について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定に

より、市が出資又は債務を負担している下記法人の経営状況を説明する書

類を作成したので、これを報告する。  

  令和８年６月９日提出  

袖ケ浦市長  粕 谷   智 浩 

記 

袖ケ浦市土地開発公社  

-68-



報告第２号 

令和７年度袖ケ浦市一般会計予算の繰越明許費繰越計算書

について 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定

により、令和７年度袖ケ浦市一般会計予算において設定した繰越明許費に

ついて繰越明許費繰越計算書を調製したので、これを報告する。 

令和８年６月９日提出 

袖ケ浦市長 粕 谷 智 浩 
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既 収 入
特 定 財 源 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円 円 円 円

２．総務費 １．総務管理費 施設管理事業 32,505,000 22,105,000 22,100,000 5,000

２．総務費
３．戸籍住民基
本台帳費

戸籍・住民基本台帳
事務費

6,292,000 5,764,000 2,398,000 3,168,000 198,000

３．民生費 １．社会福祉費
児童発達支援セン
ター等運営費助成事
業

52,137,000 52,137,000 41,700,000 10,437,000

３．民生費 ２．児童福祉費
物価高対応子育て応
援手当支給事業

6,564,000 6,564,000 6,564,000

３．民生費 ３．生活保護費 生活保護運営事業 330,000 330,000 330,000

４．衛生費 １．保健衛生費 火葬場整備運営事業 486,000 486,000 486,000

４．衛生費 ３．上水道費
かずさ水道広域連合
企業団負担金及び出
資金

197,300,000 197,300,000 197,300,000

７．商工費 １．商工費
食料品等物価高騰生
活応援給付金事業

371,218,000 140,368,877 114,151,767 26,217,110

８．土木費 ２．道路橋梁費 舗装修繕事業 83,900,000 83,900,000 44,560,000 36,400,000 2,940,000

８．土木費 ２．道路橋梁費
交通安全施設維持管
理事業

3,058,000 3,057,551 3,057,551

令和７年度袖ケ浦市一般会計予算　繰越明許費繰越計算書

左　　の　　財　　源　　内　　訳
款 項 事 業 名 金　　額 翌年度繰越額

一 般 財 源
未 収 入 特 定 財 源
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既 収 入
特 定 財 源 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

円 円 円 円 円 円 円 円

左　　の　　財　　源　　内　　訳
款 項 事 業 名 金　　額 翌年度繰越額

一 般 財 源
未 収 入 特 定 財 源

８．土木費 ２．道路橋梁費
交通安全施設整備事
業

6,390,000 6,390,000 2,750,000 2,200,000 1,440,000

８．土木費 ２．道路橋梁費
橋梁長寿命化修繕事
業

191,140,000 191,140,000 93,500,000 76,500,000 21,140,000

８．土木費 ４．港湾費
千葉港整備事業地元
負担金

28,388,000 5,758,629 2,800,000 2,958,629

８．土木費 ５．都市計画費 都市計画事務事業 2,717,000 2,717,000 2,717,000

８．土木費 ５．都市計画費
西内河根場線建設事
業

53,669,000 18,025,938 10,100,000 7,925,938

８．土木費 ６．下水道費
雨水下水道施設長寿
命化修繕事業

1,094,000 1,094,000 470,000 624,000

８．土木費 ６．下水道費
雨水幹線管渠建設改
良事業

7,986,000 7,986,000 1,860,000 6,126,000

９．消防費 １．消防費
消防水利整備管理事
業

24,200,000 24,200,000 24,200,000

１０．教育費 ２．小学校費 小学校環境整備事業 94,325,000 84,942,000 24,510,000 60,300,000 132,000
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報告第３号 

令和７年度袖ケ浦市介護保険特別会計予算の継続費繰越計

算書について 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第１項の規定

により、令和７年度袖ケ浦市介護保険特別会計予算において設定した継続

費について継続費繰越計算書を調製したので、これを報告する。 

令和８年６月９日提出 

袖ケ浦市長 粕 谷 智 浩 
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翌 年 度
款 項 事　業　名 逓 次

繰 越 額 国県支出金 地方債 その他
円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

１．
総務費

４．
計画策
定委員
会費

介護保険事業
計画等策定事
業

3,828,000 1,868,000 1,868,000 1,867,800 200 200 200

令和７年度袖ケ浦市介護保険特別会計予算　継続費繰越計算書

特 定 財 源
左の財源内訳令和７年度継続費予算現額

継続費の総額
計予算計上額

前　年　度
逓次繰越額

残 額
支出済額
及び支出
見 込 額 繰 越 金
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報告第４号 

専決処分の報告について 

地方自治法（ 昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、

別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

令和８年６月９日提出 

袖ケ浦市長  粕 谷  智 浩   
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専 決 処 分 書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

記 

専決第６号 

袖ケ浦市福王台４丁目１番地１８先路上（市道南袖大野台線）で発生した

車両物損事故に係る和解及び損害賠償の額の決定について 

 

１ 事 故 発 生 年 月 日  令和８年１月３０日 

 

２ 事 故 発 生 場 所  袖ケ浦市福王台４丁目１番地１８先路上 

 

３ 事 故 の 相 手 方  個人 

 

４ 損 害 賠 償 額  ９１４，４００円 

 

５ 賠 償 の 理 由   令和８年１月３０日午前９時２０分頃、袖ケ浦市福王

台４丁目１番地１８先路上（市道南袖大野台線）におい

て、公用車が赤信号で一旦停止した後に発進する際、前

方の注意不足により、自転車の通行を待つために停車し

ていた相手方の車に追突し、双方の車両が破損した。 

この事故については、市側に過失があるので、上記金

額を賠償し和解する。袖ケ浦市及び個人は、このほかの

請求権を放棄する。 

 

  令和８年４月７日 

 

袖ケ浦市長  粕 谷  智 浩   
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